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三春町賃貸住宅建設用地貸付事業（民間活力利用）募集要項 

はじめに 

近年、三春町では、少子化による自然減や社会減（転入転出の差）が著しく人口の減

少が進んでいます。特に、子育て世帯、若者層においては、生活様式の多様化や核家族

化が進むなか、民間が経営する賃貸住宅が少ない当町から近隣の市等へ流出することも

少なくありません。また、東日本大震災による原子力発電所事故の影響などにより、転

入希望者が町内に住居を確保しにくい状態が続いています。 

当町は、平成２０年度から少子化対策事業を重点施策として位置づけ、様々な事業を

進めているところでありますが、効果的に歯止めをかけることができない状況にありま

す。 

人口の減少は、労働力及び担い手人口の減少、消費者の減少に伴う市場の縮小、並び

に町民生活の活力の低下を招くばかりでなく、地域経済や町財政にも大きな影響を及ぼ

す深刻な問題です。 

このため、定住化を促進することを目的とした計画を策定し、現に生活している町民

はもちろんのこと、町外の人々をも惹きつけることができ、魅力ある豊かな暮らしを創

出できるような施策、人口減少に歯止めをかける施策を展開することにより、人口の流

出及び減少を抑制したいと考えております。 

この要項は、定住できる環境を整備するため、町有地を賃貸住宅（アパート）建設用

地として無償で貸し出すにあたり、提案型の公募を行うためのものです。 

１ 事業の名称 

賃貸住宅建設用地貸付事業（以下「本事業」という。） 

 

２ 事業の概要 

三春町定住促進計画に基づき、町内で賃貸住宅を経営しようとする個人及び法人

（事業者）に、町有地を無償で貸し付け、民間賃貸住宅の建築を促進し、もって定

住環境の整備を図ります。 

なお、法人（事業者）にあっては、三春町への居住（三春町への住民票の移動）

を条件として、法人の従業員のための住宅（社宅等）を建築することも可能です。 

 

３ 貸し付ける町有地の概要 

   ●旧町営栄町住宅跡地 

所 在 地  福島県田村郡三春町大字平沢字栄町２番１００、１番１ 

     （敷地内に水路が横断しているため、水路分約１３０㎡は、分筆後に、

賃貸いたします。また、隣接する町有地（平沢字栄町１番１、８７

４㎡、山林）付きで賃貸いたしますが、この土地の雑木は町が伐採

後に賃貸するものとします。） 

地  目  宅地（現況）、栄町１番１は山林。 

地  積  約３，０１３．３２㎡（うち宅地分は２，１３９．３２㎡） 

区域区分  未設定 

用途地域  第１種中高層住居専用地域 

建ぺい率  ６０％ 

容 積 率  １５０％ 

電  気  東北電力（引き込み要、借主負担） 

ガ  ス  個別プロパンガス 

固定資産税  固定資産税相当額を１０年間奨励金として交付する 

上 水 道  三春町上水道（引き込み要、借主負担） 
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雑 排 水  浄化槽（設置が必要、借主負担） 

貸付金額  無償 

貸付期間  １０年から３０年の間で提案者の設定に依る 

担保設定  不可 

交  通  （１）徒歩で移動の場合 

・ＪＲ三春駅まで約７～８分 

          （２）車で移動の場合 

・ＪＲ郡山駅西口まで約２０分 

・ＪＲ三春駅まで約２分 

・磐越自動車道郡山東ＩＣまで約８分 

・三春町役場（中心市街地）まで約５分 

    そ の 他  貸付する敷地に現存する「遊具」は、貸付敷地外に移設する。 

 

４ 提供する町有地の貸付条件 

（１） 建築確認等の諸手続後に提案内容と異なることのないよう、県の県中建設

事務所（特定行政庁）等関係機関と事前相談を行うこと。 

（２） 契約期間が満了したとき、又は返還命令があったときは、当該土地を原状

に回復するか時価相当額で購入すること。 

（３） 契約の日から貸付期間中は、提案内容に即した土地利用を行うこと。 

（４） 契約後１年以内に住宅を建築すること。 

（５） 当該町有地の所有権、使用貸借権、賃借権その他の使用及び収益を目的と

する権利の設定または移転を行わないこと。 

（６） 当該町有地を最善の方法をもって良好に維持管理し、又、造成及び維持管

理に必要な経費は、すべて無償借受決定者が負担すること。 

 

５ 申込資格 

（１） 民間事業者（法人）または個人であり、提案した事業の実施に必要な知識、

資力、信用及び能力を有すること。 

なお、今回申込をする民間事業者（法人）及び個人について、町内への居

住等を申込資格としないため、町外に居住等する方も申込みできる。 

（２） 管理を委託する場合、その管理会社または管理者は、郡山市又は田村郡管

内に管理拠点を置く、若しくは同管内の修繕業者と修繕契約を結ぶ等、住宅

管理上迅速な対応をとることが可能であること。 

（３） 提案内容を適切に実施できること。 

（４） 次のいずれにも該当しないこと。 

ア 法律行為を行う能力を有しない者 

イ 破産者で復権を得ない者 

ウ 国税及び地方税を滞納している者 

エ 会社更生法に基づく更生手続きの申し立て、または民事再生法に基づ

く再生手続き開始の申し立てのなされている者 

オ 三春町建設工事等暴力団排除措置要綱による指名停止措置の対象とな

る法人等 

 

６ 提案にあたっての条件 

本事業の目的、趣旨を踏まえ、若者及び子育て世帯の定住に資する良好な事業計

画であること。なお、特に次の視点に重点を置くこと。 



3 

 

・ 周辺と調和するデザイン性 

・ 子育て世帯が定住するのにふさわしい間取り及び占有面積 

・ 快適で良好な室内環境 

・ 無償貸付等を反映した想定家賃 

・ 世帯毎の駐車場 

 

７ 提出書類 

（１） 提案書（様式任意/１０部提出） 

ア 基本概要 

・ 施設の特徴及び内容（平面図、立面図、配置図、間取り図等） 

・ 建物の権利形態、運営（管理）形態 

・ 事業継続の担保等について 

イ 施設概要 

・ 建物の規模及び機能 

・ 家賃（敷金、礼金、共益費、字費を含む） 

・ 建築面積、延べ面積 

・ 計画建ぺい率、容積率 

ウ 工程表、開業予定期日 

エ 資金計画 

（２） その他提出書類（１０部提出/証明書等は１部を原本とし、他はコピー可） 

ア 法人の場合は、登記事項証明書及び直近の財務書類 

イ 個人の場合は、確定申告書の写し 

ウ 管理を委託する場合、委託する管理会社の登記事項証明書及び直近の

財務書類 

エ 法人（個人）県民税及び市町村民税等納税証明書 

オ 必要に応じて、その他書類の提出を求めることがあります 

 

８ 提案内容の審査 

（１） 選定委員会の設置 

選定に係る審査は、「三春町賃貸住宅建設用地貸付事業選定委員会設置要

綱」により組織された選定委員会が行う。 

なお、選定委員会は次のものをもって構成することとする。 

ア 学識経験者（建築） 

イ 学識経験者（財務） 

ウ 三春町景観専門委員会委員 

エ 町民代表 

オ 町関係者 

（２） 提案内容のヒアリング 

提案書等を基にヒアリングを行う（詳細は後日連絡）。 

ア 期日 平成２５年１１月下旬 

イ 場所 三春町役場 庁舎内 予定 

ウ 内容 ①ヒアリングは１社（者）につき３０分（説明１５分、質疑１

５分）とする。ただし、応募者多数の場合など、都合により

日時を分けて行う場合があることに留意されたい。 

     ②ヒアリングにより求める内容は、提案内容についての追加説

明及び審査員からの質疑とする。      
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（３） 審査及び特定者の決定 

（１）の委員会において、次の項目を総合的に審査及び評価を行い、最

も優れた提案を行った者を特定者として１者、次点者として１者を選定す

る、特定者が辞退した場合など、協議が整わない場合には、次点者と協議

を進めることとする。町は、選定委員会の選定結果を受け、事業予定者を

決定する。 

評価項目 

①周辺の環境と調和するデザイン 

②子育て世帯が定住するのにふさわしい間取り及び室内環境等 

③無償貸付等を反映した低廉な家賃設定 

④賃貸住宅の管理・運営体制 

⑤再生可能エネルギーの活用 

（４） 審査結果 

審査結果は、特定者名及び特定の理由を記載した書面にて全員に通知す

るとともに、公表する。 

 

９ 募集及び選定スケジュール 

（１） 募集要項の公表  平成２５年１０月１８日（金） 

（２） 提案書の受付期間 

平成２５年１０月１８日（金）から平成２５年１１月８日（金）まで。

三春町役場建設課に持参。受付時間は、午前８時３０分から午前１２時ま

で及び午後１時から午後５時１５分までの間とする。 

（３） 募集要項等に質問がある場合は、質問書（様式任意）及び質問書を記録し

た電子媒体（使用ソフトはMicrosoft Word 。）を建設課へ持参若しくは電子

メールにより送付。なお、電話及びFAX での受付は行わない。 

質問の受付は、平成２５年１０月１８日（金）から平成２５年１０月３１

日（金）までとする。 

（４） 質問への回答は、三春町役場ホームページに掲載する。回答に当たっては、

質問を行った事業者名等は公表しない。 

（５） 事業予定者の決定（予定）  平成２５年１２月下旬 

（６） 契約締結（予定）  平成２６年１月上旬 

 

１０ その他 

（１） 応募に必要な費用は、応募者の負担とする。 

（２） 提出された応募書類は返却しない。 

（３） 応募書類に虚偽がある場合は、応募を無効とする。 

（４） 本土地の地盤調査は実施していない。 

 

１１ 受付窓口 

〒９６３－７７９６ 

福島県田村郡三春町字大町１番地の２ 

三春町役場 建設課 建築グループ 

TEL ０２４７－６２－２１１３ 

FAX ０２４７－６２－３３００ 

電子メールアドレス miharumg@town.miharu.fukushima.jp 

ホームページアドレス http://www.town.miharu.fukushima.jp/ 


